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道路とは
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（大型車）

走行台キロ

（全車）

延長

高速自動車国道 国道（直轄） 国道（補助） 都道府県道等

我が国の道路の体系

○ 我が国には、高速道路から市町村道まで約１２０万ｋｍの道路ネットワークが存在

○ 高速自動車国道と直轄国道は、延長割合が低いが、全交通量の約３割、貨物車交通量の約５割

を分担

【道路別 延長及び物流等のシェア】

※高速自動車国道については、令和7年4月1日時点。その他は令和4年3月31日時点。

※走行台キロは、 「令和3年度全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査」
「自動車燃料消費量調査（令和3年度分）」による。

【道路の構成】

高速自動車国道（約0.7%)

合 計約1,230,300km（100.0%）

直轄国道 （約2.0%)

補助国道 （約2.6%)

約9,200km

都道府県道（約10.6%)約129,900km

（約84.1%)

約32,000km

約24,000km

約1,035,200km 市町村道

高規格幹線道路
計画延長 約14,000km
高速自動車国道 11,520km
一般国道の自動車専用道路 約2,480km供用延長
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国の負担・補助の割合
費用負担

道路

管理者
定義道路の種類

維持・修繕新設・改築

会社の借入金で新設・改築・修繕等を行い、料金収入で
上記に係る債務及び管理費を賄う

【道路整備特別措置法§３等】

高速道路

会社
国土交通大臣

【高速自動車国道法§６】

全国的な自動車交通網の枢要部
分を構成し、かつ、政治・経済・文
化上特に重要な地域を連絡する道
路その他国の利害に特に重大な関
係を有する道路

【高速自動車国道法§４】

有料道路

方式
高速

自動車

国道 １０／１０負担
【高速自動車

国道法§２０①】

３／４ 負担
【高速自動車

国道法§２０①】

国

都道府県

（政令市）

新直轄

方式

１０／１０負担
【道路法§４９】

２／３ 負担
【道路法§５０①】

国

都道府県

（政令市）

＜新設又は改築＞

国土交通大臣
【道路法§１２】

＜維持、修繕、

その他の管理＞

直轄国道：

国土交通大臣

補助国道 ：

都府県（政令市）
【道路法§１３】

高速自動車国道とあわせて全国
的な幹線道路網を構成し、かつ一
定の法定要件に該当する道路

【道路法§５】

直轄国道
（指定区間）

一般

国道
維持： －

【道路法§４９】

修繕：１／２以内 補助
【道路法§５６】

１／２ 負担
【道路法§５０①】

国

都府県

（政令市）

補助国道
（指定区間外）

維持： －
【道路法§４９】

修繕：１／２又は１／２～７／１０補助
【修繕法§１】

１／２以内 補助
【道路法§５６】

都道府県

（政令市）

都道府県

（政令市）
【道路法§１５】

地方的な幹線道路網を構成し、
かつ一定の法定要件に該当する道
路

【道路法§７】

都道府県道

維持： －
【道路法§４９】

修繕： １／２又は１／２～７／１０補助
【修繕法§1】

１／２以内 補助
【道路法§５６】

市町村
市町村

【道路法§１６】

市町村の区域内に存する道路

【道路法§８】
市町村道

道路管理者と費用負担
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２．道路予算
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直轄 補助 交付金 有料等

※直轄・補助・有料等：当初予算額ベース（H20～H25の直轄には、地方公共団体の直轄事業負担金を含む）
※交付金：H20・H21は当初予算額ベース［地方道路整備臨時交付金(H20)、地域活力基盤創造交付金(H21)］

H22以降は社会資本整備総合交付金（道路関係）の交付決定額ベース（H23・H24には地域自主戦略交付金を含む。R6はR6.12末時点）
※R1,R2には臨時・特別の措置を含まない。
※四捨五入の関係で、各計数の和が一致しないところがある。

（単位：千億円）

（年度）

道路関係予算の推移（国分）
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道路関係予算の推移（直轄）

16,277 

14,250 

11,737 11,663 11,562 11,362 11,829 11,522 11,244 10,972 10,719 10,728 10,675 10,765 10,644 10,520 10,357 10,217 

2,559 

2,362 

2,089 2,158 2,158 2,515 
2,684 2,965 3,202 3,458 3,683 3,811 3,945 4,083 4,226 4,373 4,504 4,634 

1,266 1,489 1,448 

2,468 
1,887 2,095 2,229 2,222 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

※通常予算は、諸費等を除く（H20年度は、H21年度の諸費の割合と同割合として算出）
※東日本大震災復興・復旧に係る経費を除く
※防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策における令和５年度補正には、防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策分のほか、国土強靱化緊急対応分を含む。
※防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策における令和６年度補正には、防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策分のほか、国土強靱化緊急対応分及び緊急防災分を含む。

R2
補正

防災・減災、国土強靱化のための
３か年緊急対策（臨時・特別の措置）

防災・減災、国土強靱化のための
５か年加速化対策（億円）

14,513 14,487 14,447 14,430 14,402 14,540 14,620 14,848

H30
補正

R3
補正

14,870

維持修繕

改築費等

約1.81倍
（H20比）

約0.63倍
（H20比）

R1
当初

R2
当初

13,87713,72013,82113,826

16,612

18,836

R4
補正

14,893

R5
補正

14,861

R6
補正

14,851
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道路メンテナンス事業補助制度

○○市
橋梁

長寿命化修繕計画
【個別施設計画】

○○市
トンネル

長寿命化修繕計画
【個別施設計画】

○○市
道路附属物等
長寿命化修繕計画
【個別施設計画】

橋梁 トンネル 道路附属物等

無電柱化推進計画事業補助制度

「無電柱化の推進に関する法律」に基づき国により策定された「無電柱
化推進計画」に定めた目標の確実な達成を図るため、地方公共団体に
おいて定める推進計画に基づく事業を計画的かつ集中的に支援

広域ネットワークを形成する等の性質に鑑みた高規格道路の整備及び、国土交通大臣が物流上重要な道路輸送網として指定する「重要物流道路」の整備
について計画的かつ集中的に支援

物流の効率化など生産性向上に資する空港・港湾等へのアク
セス道路の整備について計画的かつ集中的に支援

IC・空港・港湾等アクセス道路補助イメージ

港湾への
アクセス道路

空港への
アクセス道路

貨物駅への
アクセス道路

国際戦略港湾、
国際拠点港湾、重要港湾

ジェット化空港

ICへの
アクセス道路

貨物コンテナ取扱駅

IC

都府県境道路整備補助イメージ

高規格道路、スマートＩＣの整備と併せて行われる、地方
公共団体におけるＩＣアクセス道路の整備について計画的
かつ集中的に支援

都府県境を跨ぐ構造物の整備を伴う道路の整備について計画
的かつ集中的に支援

高規格道路・ICアクセス道路等補助制度

道路の点検結果を踏まえ策定される長寿命化修繕計画に基づき実施され
る道路メンテナンス事業（橋梁、トンネル等の修繕、更新、撤去等）に
対し計画的かつ集中的に支援

記載内容
・計画全体の方針
・短期的な数値目標及びその

コスト縮減効果
・個別の構造物ごとの事項

（諸元、点検結果等）

記載内容
・計画全体の方針
・短期的な数値目標及びその

コスト縮減効果
・個別の構造物ごとの事項

（諸元、点検結果等）

記載内容
・計画全体の方針
・短期的な数値目標及びその

コスト縮減効果
・個別の構造物ごとの事項

（諸元、点検結果等）

主な個別補助制度①
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交通安全対策補助制度

土砂災害対策道路事業補助制度

重要物流道路等において、
砂防事業と連携し実施する
土砂災害対策事業に対し
計画的かつ集中的に支援

通学路緊急対策
通学路の安全を早急に確保する
ため、千葉県八街市における交
通事故を受けて実施した通学路
合同点検に基づき、ソフト対策
の強化とあわせて実施する交通
安全対策について計画的かつ集
中的に支援

地区内連携
一定の区域において関係行政機
関等 や関係住民の代表者等との
間での合意に基づき実施する交
通安全対策を計画的かつ集中的
に支援

道路管理者による対策

関係機関等によるソフト対策

【市道路管理者】
物理的デバイスの設置

【市道路管理者】
歩道・防護柵の整備

【県道路管理者】
右折レーンの整備

（通り抜け車両の抑制）

【小学校】
通学路の変

更

【ボランティア】
見守り活動

【警察（公安委員会）】
時間帯車両通行禁止

【警察（公安委員会）】
速度規制・取り締まり

交通安全対策補助制度 イメージ

踏切道改良計画事業補助制度

踏切拡幅

踏切周辺対策

単独立体交
差

歩行者等立体横断施設

交通事故の防止と駅周辺の歩行者等の交通利便性の確保を図るため、
踏切道改良促進法に基づき改良すべき踏切道に指定された踏切道の
対策について計画的かつ集中的に支援

連続立体交差事業補助制度

踏切を除却

道路と鉄道の交差部が連続する鉄道の一定区間を高架化又は地下化する
ことで、交通の円滑化と分断された市街地の一体化による都市の活性化
に資する事業を計画的かつ集中的に支援

踏切を除却

踏切を除却

整備後整備前

バリアフリー対
策

（実証実験での設置例）

線路

視覚障害者
誘導用ブロック

踏切道内誘導表示

土砂崩壊等発生危険箇所

小規模化

砂防事業と連携した
土砂災害対策施設の整備

道路単独の
土砂災害対策事業

道路盛土のり面防災対策補助制度(R7創設)

令和６年能登半島地震
を踏まえた盛土のり面
点検に基づく防災対策
事業に対し、計画的か
つ集中的に支援

主な個別補助制度②
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社会資本整備総合交付金と防災・安全交付金の対象事業
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※R1,R2の計数は臨時・特別の措置を含む（単位：億円）

要望措置率

合計(全体)

防安

社総

社総

防安

要望 配分

H25

要望 配分

H26

要望 配分

H27

要望 配分

H28

要望 配分

H29

要望 配分

H30

要望 配分

R1

要望 配分

R2

要望 配分

R3

要望 配分

R4

要望 配分

R5

要望 配分

R6

社会資本整備総合交付金及び防災・安全交付金の要望額・配分額等の推移
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（単位：兆円）

道路関係歳出の推移（国＋地方分）

※道路統計年報より（決算ベース、国土交通省以外が所管する補助金等を含む）。地方は都道府県と市町村の和。
※四捨五入の関係で、合計が一致しないところがある。
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３．道路ネットワーク
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WISENET2050・政策集より引用

日本 ドイツ

61km/h 84km/h

日本 ：約 7,800km

80km/h以上で走行可能な道路延長は

ドイツ：約31,700km

日本の高速道路は約４割が暫定２車線であり、制限速度は基本70km/h以下

（対象：高速自動車国道、都市高速道路、一般国道）

（対象：アウトバーン※1、連邦道路※2）
※1 基本速度無制限、推奨速度は130km/h
※2 制限速度は基本100km/h、市街地は引下げあり

備考ドイツ日本

2023年
1年間

約4.5兆ドル
（世界3位）

約4.2兆ドル
（世界4位）

名目GDP

35.7万km237.8万km2面積

84百万人
（2023.6）

124百万人
（2023.9）

人口

ドイツの延長は
アウトバーン

13,192km
（2020）

12,262km
(2024.3）

高規格幹線道
路等延長

都市間移動速度等（日本とドイツの比較）
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41%
59%

渋滞による時間ロスが生じ、経済損失が顕著

自動車の移動時間
約149億人時間

（令和3年）

(88億人時間)

(61億人時間)

渋滞などで
損失している
移動時間

最低限必要な
移動時間

移動時間の約4割が時間ロス

年間61億人時間、約370万人分の労働時間
日本のCO2総排出量の1.3％に相当

渋滞による経済損失

中枢中核都市はその他自治体より損失時間が大きい傾
向

損失時間 約３１億人時間

三大都市圏

約３０億人時間
百万人時間/年

東京圏（１都３県）、中京圏（３県）、近畿圏（２府４県） 506市町村

中枢中核都市

約１４億人時間

三大都市圏を除く59市

その他自治体

約１７億人時間

左記以外の1,160市町村

＜自動車の移動時間に占める渋滞損失時間＞ ＜中枢中核都市における渋滞損失時間＞
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※1 圏央道沿線自治体：圏央道（釜利谷JCT～木更津JCT）が通過等する自治体（５７市町）

※2 経済センサスの民営事業所のうち産業分類（中分類）の「道路旅客運送業」「道路貨物運送業」「倉庫業」「運輸に附帯するサービス業」の合計（ただし、中小企業基本法に基づく「小規模企業者

（概ね常時使用する従業員の数が20人以下の事業者）」を除く）なお、圏央道沿線自治体のうち、政令指定都市については、圏央道が通過等する行政区のみを集計範囲とする

※３ 固定資産税（家屋）：固定資産（家屋）の評価額に応じて課せられる税

2,205

2,783

1,800

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

平成21年 令和3年
0

(件数)

139,440

173,793

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

平成21年 令和3年
0

(人)

3,066

3,427

2,800

3,000

3,200

3,400

3,600

平成21年 令和3年
0

(億円)

事業中

凡例（令和7年3月末時点）

開通済

調査中

6車線

4車線
2車線

：基準地価格（工業地）上昇率関東地整管内トップ１０の
地点を有する圏央道沿線自治体※1 （令和4年7月都道府県地価調査）

注: 事業中区間のIC、JCT名称には仮称を含む

■固定資産税（家屋）※3の推移

出典： 総務省 地方財政状況調査出典： 総務省 経済センサス

■大型物流施設等の従業者数の
推移※2

約34,000人増加

■大型物流施設等の立地の推移※2

出典： 総務省 経済センサス

約580件増加

出典：都道府県地価調査（国土交通省）

変動率当年価格

基準地の所在地
順
位

前年変動率前年価格

（％）（千円／㎡）

19.4166千葉県船橋市西浦２丁目
６番２外

1
6.1139

19.3167千葉県市川市高谷新町
９番５外

2
6.1140

14.4135神奈川県厚木市下依知
１丁目２５０番１外

3
5.4118

11.6125神奈川県厚木市上依知字上ノ原３
０１２番４

4
6.7112

11.5174千葉県松戸市稔台５丁目
１２番１

5
11.4156

変動率当年価格

基準地の所在地
順
位

前年変動率前年価格

（％）（千円／㎡）

9.2142千葉県柏市新十余二
１６番１

6
4.8130

9.083.4千葉県柏市風早１丁目
７番１外

7
6.376.5

8.2119神奈川県相模原市南区
当麻字上河原３６５２番外

8
3.8110

7.732.2
千葉県市原市青柳２丁目６番４9

5.329.9

7.692神奈川県伊勢原市板戸字毘沙門
池３９番２外

10
3.685.5

変動率 ：令和4年7月都道府県地価調査、令和3年7月都道府県地価調査を比較した基準地価格（工業地）の上昇率
前年変動率：令和3年7月都道府県地価調査、令和2年7月都道府県地価調査を比較した基準地価格（工業地）の上昇率

■基準地価格（工業地）上昇率ランキング （関東地整管内）

3･4位 厚木市
（14.4%）

8位 相模原市
（8.2%）

9位 市原市
（7.7%）

■圏央道沿線自治体※1に立地する大型物流施設、従業者数、固定資産税（家屋）の推移

N

約360億円増加

平成21年 平成21年 平成21年令和3年 令和3年 令和3年

ＧＬＰ ALFALINK相模原4
R4.11立地 延床約15.2万㎡

DPL久喜宮代Ⅰ
R4.11立地 延床約16.5万㎡

○ 圏央道が順次開通し、高速道路が連結されることで、効率的な物流ネットワークが形成され、
基準地価格（工業地）の上昇及び大型物流施設の立地に寄与

○圏央道沿線地域において企業立地や投資が進み、雇用者数が増加すると共に、税収も増加

○残る区間の整備により、更なるストック効果の発現が期待される

圏央道の整備効果（地価上昇、雇用・税収等の増加）

DPLつくば阿見Ⅱ
R4.5立地 延床約3.7万㎡
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○京奈和自動車道は、京都府京都市を起点とし、和歌山県和歌山市に至る延長約１２０ｋｍの高規格幹線道路であり、渋滞緩和、地

域経済の活性化、災害に強い道路機能の確保に寄与する道路。

《現状の課題》

▲国道24号の混雑状況（新堂ランプ付近）

写真①

至 京都

至 和歌山

R5.10.23(月)撮影

※テクノパーク・ならの立地企業数は、五條市ＨＰより

※京奈和沿線地域：和歌山市、岩出市、紀の川市、かつらぎ町、橋本市、奈良市、大和郡山市、川西町、三宅町、天理市、田原本町、大和高田市、葛城市、御所市、五條市

京奈和自動車道
（事業中）

凡 例

工業団地
（奈良・和歌山県内）

京奈和自動車道
（開通済）

H29年度開通区間

関西国際空港への
アクセス性向上

大阪市内・中部方面への
アクセス性向上

所要時間が短縮

(仮称)橿原JCT
大阪方面接続ランプ
令和8年春開通予定

77 98 124 150 171 198 219 241 265 299 324 356 375 413 445 471 500 532

77
83

96
110

118
126

134
153

174
189

205
211

226
239

249
256

264
272

154
181

220
260

289
324

353
394

439
488

529
567

601
652

694
727

764
804

1.2
1.4

1.7 1.9 2.1 2.3
2.6

2.9
3.2

3.4
3.7 3.9

4.2
4.5 4.7 5.0

5.2

1.1 1.2 1.3 1.4 1.5 1.5 1.6 1.6 1.7 1.8 1.8 1.9

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

和歌山県

奈良県

H17～R4の伸び率

H5～H17の伸び率

紀北西道路
全線開通
(H29.3)

紀北東道路
全線開通
(H26.3)

大和御所道路 部分開通(H18.4、H24.3、H27.3、H29.8)

五條道路 全線開通(H18.6)

橋本道路
全線開通(H19.8)

工
場
立
地
件
数

工
場
立
地
件
数
の
伸
び
率

(H5) (H7) (H8) (H9) (H10) (H11) (H12) (H13) (H14) (H15) (H16) (H17)(H6)

(件)

京奈和自動車道の整備効果

大和御所道路

テクノパーク奈良
（立地企業：33社）

※図中の着色部は、京奈和自動車道沿線市町村（奈良県・和歌山県内）

《効果》

〇京奈和自動車道を整備することで、所要時間
が短縮され、関西国際空港等へのアクセス性
向上や物流効率化による企業立地の促進に期
待。
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○各地で進む半導体等の輸出産業拠点整備の動きも踏まえ、空港・港湾など広域交通拠点へのアクセス

道路等の整備により、地域を支える産業等の生産性向上に貢献し、地方創生の実現、ひいては日本経済

の成長を着実に推進。

至： 福岡県

【大津道路・大津熊本道路を活用した製品輸送の例】

大津道路・
大津熊本道路利用
原材料輸送

半導体・二輪車
製造工場

大津道路・
大津熊本道路利用
半導体・二輪車輸送

熊本港

博多港

福岡空港

延長4.7km

熊本港

至：宮崎県、
鹿児島県

至
：
大
分
県

博多港
福岡空港

から国内外へ

熊本港から
原材料を輸送

世界最大手半導体
メーカーの進出

大手二輪車メーカー
国内唯一の生産拠点

延長9.1km

熊本北JCＴ
（仮称）

にしごうし

西合志IC
（仮称）

こうし

合志IC
（仮称）

おおづにし

大津西IC
（仮称）

熊本IC

室工業団地

ｾﾐｺﾝﾃｸﾉﾊﾟｰｸ

原水工業団地

第二原水工業団地

中核工業団地

北部工業団地

大津熊本道路

(合志～熊本)

おおづ

くまもとこ う し

くまもと

大津熊本道路

(大津西～合志)
お おづ に し

大津道路

延長4.8km

おおづ

大津IC

おおづひがし

大津東
IC

くるまがえり

車帰
IC

あそにし

阿蘇西
IC

きく ち

菊池市

おおづまち

大津町

こう し

合志市

きくよう まち

菊陽町

北熊本
SIC

うえき

植木IC

しもすずりかわ

下硯川
IC

いずみ

和泉IC

はなぞの

花園IC

いけのうえ

池上IC
（仮称）

熊本市
中心市街地

おおづ

こ う し

く ま も と

おおづ

広域図

15
28

49
62

83

99
111 115

134

151

0

30

60

90

120

150

180

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

(社)

10年で151社進出
※業種問わず。増設も含む。

資料：菊池市、合志市、菊陽町、大津町提供

▼新規立地企業数(累積)

475
860

1,445

2,202
2,962

3,389
3,7293,794

4,336

6,675

0

2,000

4,000

6,000

8,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

(人) ▼新規雇用者数(累積)

10年で約6,700人増加
※業種問わず。増設した企業の雇用者も含む。

資料：菊池市、合志市、菊陽町、大津町提供

R6.2撮影

世界最大手半導体メーカー（第一工場）

写真① 世界最大手半導体メーカー
第一工場

第二工場（建設中）

(

至)

熊
本
市

大津西IC(仮称)
おおづ にし

(至)大分県

投資額 約3兆3,750億円
新規雇用者数 約3,400人以上予定

※投資額：R6.2.24時点、新規雇用者数：R6.7.4時点

▼沿線への世界最大手半導体メーカーの進出(R6.2.24開所)

生産性向上・地方創生に資する道路ネットワークの整備等
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未整備区間が残る主な区間

高規格道路の整備状況

※整備完了率は未整備区間延長に対する割合
※()書きは未整備区間に整備完了率を乗じたおおよその整備完了延長

未整備区間合計
整備完了率

100％
［R66年度末時点］

19％
［R12年度末時点］

6%
(約400km)
［R5年度末時点］

約6,000km
［R2年度末時点］

約20,000km
災害に強い道路ネットワーク
として必要な高規格道路の
未整備区間の整備完了率
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４．道路メンテナンス

21



道路の維持管理

巡回 清掃（路面）

除草

剪定

清掃（排水施設）

除雪

維 持

橋梁点検 橋梁補修

耐震補強

舗装補修

法面・斜面の防災対策

トンネル補修

修 繕 等老朽化対策

防災・震災対策

○維 持 ： 道路の異常等を日常的に確認し、交通に支障を及ぼさないよう対応
○修繕等 ： 道路施設や構造物の健全性を確認し、機能を回復及び強化
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道路施設の高齢化・老朽化

建設年数の推移（橋梁）

○建設後５０年を経過した橋梁の割合は、１０年後に 約６３％に急増
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道路の老朽化対策に関する取組みの経緯

○ 笹子トンネル天井板落下事故［2012.12.2］

○ 定期点検に関する省令・告示 公布［2014.3.31］
5年に1回、近接目視による点検

○ 2013年を「社会資本メンテナンス元年」に位置付け
○ 道路法の改正［2013.6］

点検基準の法定化、国による修繕等代行制度創設

○ 定期点検要領 通知［2019.2.28］
定期点検の質を確保しつつ、実施内容を合理化

● 定期点検 ２巡目（2019～2023）

● 定期点検 １巡目（2014～2018）

○道路の老朽化対策の本格実施に関する提言[2014.4.14]

○社会資本整備審議会 技術部会
社会資本メンテナンス戦略小委員会 設置[2012.7.31] 事故直後

天井板撤去状況

2014年4月14日
「道路の老朽化対策の本格実施に関する提言」
最後の警告－今すぐ本格的なメンテナンスに舵を切れ
→メンテナンスサイクルの確立

【点検→診断→措置→記録】

社会資本整備審議会 道路分科会の家田仁分科会長
より太田国土交通大臣に手交

区分

健全Ⅰ

予防保全段階Ⅱ

早期措置段階Ⅲ

緊急措置段階Ⅳ
5年に1回 近接目視点検

○ 定期点検要領 通知［2024.3.27］
記録の品質、データの有用性を向上

● 定期点検 ３巡目（2024～）
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道路施設の損傷事例①

判定区分Ⅲ

判定区分Ⅳ

国管理 主桁腐食・欠損

地方自治体管理 主桁剥離

地方自治体管理 床版鉄筋露出 地方自治体管理 橋脚洗掘

地方自治体管理 橋脚鉄筋露出

早期措置段階「構造物の機能に支障が生じる可能性があり、早期に措置を講ずべき状態」

緊急措置段階「構造物の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が著しく高く、緊急に措置を講ずべき状態」

管理者： 長野県
橋梁名： 奈良井新橋（判定区分：Ⅳ）
所在地： 長野県塩尻市

管理者： 福島県
橋梁名： 東の沢橋（判定区分：Ⅲ）
所在地： 福島県浪江町

管理者： 関東地方整備局（千葉国道）
橋梁名： 砂田橋側歩道橋（判定区分：Ⅳ）
所在地： 千葉県安房郡鋸南町

管理者： 北海道小平町
橋梁名： 潜水橋（判定区分：Ⅳ）
所在地： 北海道留萌郡小平町

国管理 主桁腐食

管理者： 北陸地方整備局（富山河国）
橋梁名： 角跨道橋下り（判定区分：Ⅲ）
所在地： 富山県高岡市

管理者： 岡山県倉敷市
橋梁名： 藤戸橋（判定区分：Ⅲ）
所在地： 岡山県倉敷市

25



道路施設の損傷事例②

上墓地横断歩道橋〔国道 １３９号〕

・1967（昭和42）年開通：57歳

・所在地：山梨県富士吉田市
・発生日：平成26年11月18日

犬伏トンネル〔国道２５３号〕

・1979（昭和54）年開通：45歳

・所在地：新潟県十日町市
・発生日：平成25年12月21日

県道 長坂垂水線

・1979（昭和54）年設置：45歳
・所在地：兵庫県神戸市垂水区
・発生日：平成25年7月3日

■道路照明柱：腐食による転倒事故等が散見

■トンネル：コンクリート片等の落下事案が発生

■横断歩道橋：腐食による金属片の落下事案等が発生

見晴橋（横浜市道 新山下第８号線）

・1971（昭和46）年開通：37歳

・所在地：神奈川県横浜市
・発生日：平成20年6月20日

■橋梁：水中部など環境の厳しい箇所で老朽が顕在化
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予防保全型の修繕

そのまま放置※

予防保全：損傷が軽微なうちに補修

路面を支える床版に、繰り返し荷重によるひび割れが発生
事例１：コンクリート床版の場合

ひび割れの発生 炭素繊維シートの貼り付け

対策例

事後保全：損傷が深刻化してから大規模な補修

（床版下面）
床版の抜け落ち

プレキャスト床版による
打ち替え

※下段（事後保全）の事例は、上段（予防保全）の症状が進行した場合の類似事例
（上段と下段は別の橋梁）

（床版上面）
舗装土砂化

対策例

○損傷が深刻化してから大規模な修繕を行う、「事後保全型」から、損傷が軽微なうちに
補修を行う「予防保全型」に転換

○それにより、構造物の長寿命化、ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減へ

※予防保全は、健全度Ⅱ、Ⅲを健全度Ⅰに補修
事後保全は、健全度Ⅳを健全度Ⅰに補修

健

全

度

経 過 年 数

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ 更新
（100年後）

予防保全型の管理
事後保全型の管理

機能停止または
事故発生

■メンテナンスイメージ

橋梁修繕単価の変化
〔Ⅱ→Ⅰを1とした場合〕

（１橋あたり）
約25倍

約4倍

1

Ⅱ→Ⅰ Ⅲ→Ⅰ Ⅳ→Ⅰ
（更新）

※橋梁修繕単価は、
国の過年度修繕実
績より設定
※Ⅳ→Ⅰについては、
実績が少ないため更
新費の実績より設定
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道路メンテナンス事業補助制度

制度概要

対象構造物

道路の点検結果を踏まえ策定される長寿命化修繕計画に基づき実施される
道路メンテナンス事業に対し、計画的かつ集中的な支援を実施するもの

国費：５．５／１０×δ （δ：財政力指数に応じた引上率）

橋梁、トンネル、道路附属物等（横断歩道橋、シェッド、大型カルバート、門型標識）

対象事業 修繕、更新、撤去※

地方公共団体は、長寿命化修繕計画（個別施設計画）を策定
橋梁、トンネル、道路附属物等の個別施設毎に記載された計画に位置づけられ
た道路メンテナンス事業を支援

国庫債務負担行為を可能とし、効率的な施工（発注）の実施と工事の平準化を図る

※撤去は集約に伴う構造物の撤去や横断する道路施設等の安全の確保のための構造物の撤去、治水効果の高い橋梁の
撤去を実施するもの

※修繕、更新、撤去の計画的な実施にあたり必要となる点検、計画の策定及び更新を含む
※新技術等の活用の検討を行い、費用の縮減や事業の効率化などに取り組むもの

優先支援事業

長寿命化修繕計画

【トンネル】 【道路附属物等】【橋梁】

○○市
橋梁

長寿命化修繕計画
【個別施設計画】

記載内容
・計画全体の方針

・短期的な数値目標及びそ
のコスト縮減効果

・個別の構造物ごとの事項
（諸元、点検結果等）

国費率

国庫債務負担行為の活用

事業イメージ
○○市
トンネル

長寿命化修繕計画
【個別施設計画】

記載内容
・計画全体の方針

・短期的な数値目標及びそ
のコスト縮減効果

・個別の構造物ごとの事項
（諸元、点検結果等）

○○市
道路附属物等
長寿命化修繕計画
【個別施設計画】

記載内容
・計画全体の方針

・短期的な数値目標及びそ
のコスト縮減効果

・個別の構造物ごとの事項
（諸元、点検結果等）

・新技術等を活用する事業※1

・長寿命化修繕計画に短期的な数値目標※2及びそのコスト縮減効果を記載した自治体の事業

・ 『地域インフラ群再生戦略マネジメント』※3のモデル地域において広域連携により実施する事業
※1 コスト縮減や事業の効率化等を目的に新技術等を活用する事業のうち、試算などにより効果を明確にしている事業
※2「集約・撤去」または「新技術等の活用」に関する数値目標
※3 広域・複数・多分野のインフラを「群」として捉え、総合的かつ多角的な視点から戦略的に地域のインフラをマネジメントするもの
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公共施設等適正管理推進事業債

29

総務省資料



緊急自然災害防止対策事業債など

30

総務省資料



○道路メンテナンス事業補助制度による自治体を支援
※『地域インフラ群再生戦略マネジメント』に取組む自治体を重点的に支援

【地方への財政的支援】

○国による直轄診断、修繕代行事業や、修繕に関する研修開催
など技術的支援を実施

○道路橋などの集約・撤去等の支援を促進

【地方への技術的支援】

■ 自治体が管理する道路施設の効率的なメンテナンスにむけ、国による財政支援や技術支援を実施

■ 維持管理の効率化・高度化にむけ、必要な技術カタログ等の整備や新技術の積極的活用を実施

道路橋の集約・撤去に伴うコスト縮減事例（御庄橋:山口県岩国市）
みしょうばし いわくに

橋梁の点検費用を80万円／年縮減
50m

交差点改良

N

【撤去】
御庄橋

【迂回路】

路肩整備 【交差点改良】 【路肩整備】

整備前

効率的な道路メンテナンスにむけた地方支援・新技術活用

○橋梁、トンネル、舗装、土工に関する技術カタログ
整備を進め、定期点検の効率化・高度化を推進

【新技術の積極的活用】

点検支援技術性能カタログ （321技術掲載 R6年4月時点）

地方への技術支援の事例
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予防保全による老朽化対策（予防保全への移行期間）

○地方公共団体では修繕等が必要な約40,000橋の措置が未だ完了しておらず、

これまでの予算水準では予防保全への移行までに約20年必要。

措置が必要な
施設数

■ 修繕等措置状況

着手済み

措置が必要
な施設数

（Ⅲ・Ⅳ判定）

管理者
(点検数) うち完了

11,858
(21%)

27,413
(49%)

56,464全体
（723,553）

716
(19%)

2,388
(64%)

3,724国土交通省
（38,362）

530
(20%)

1,223
(45%)

2,714高速道路会社
（24,117）

10,612
(21%)

23,802
(48%)

50,026地方公共団体
（661,074）

（2023年度末時点）

１年間で判定区分Ⅲ・Ⅳの
橋梁は2,000橋減少

2023年度末時点 1年後

判定区分
Ⅲ・Ⅳ

措置未完了
（約40,000橋）

措置完了
-7,000橋 新たなⅢ・Ⅳ

+5,000橋
判定区分

Ⅲ・Ⅳ
措置未完了

（約38,000橋）

これまでの予算水準では、
予防保全への移行に約20年かかる。

地方公共団体では未だ修繕等が必要な
約40,000橋の措置が完了していない。

■ 橋梁の点検結果の推移

（参考）健全性の診断区分

Ⅲ・Ⅳ計
69,051橋

Ⅲ・Ⅳ計
56,464
橋

5年

：Ⅰ（健全） ：Ⅱ（予防保全段階） ：Ⅲ（早期措置段階） ：Ⅳ（緊急措置段階）

2018年度末時点
（１巡目点検終了）

(716,466橋)

2023年度末
時点

(723,553橋)

減少

１巡目点検終了時に比べて、老朽化対策は着実に進捗

２０２３年度末時点
措置未完了の橋梁数

約４０，０００橋

１年間に減少する
判定区分Ⅲ・Ⅳの橋梁数

÷ 約２，０００橋/年 ＝ 約２０年

構造物の機能に支障が生じていない状態。健全Ⅰ

構造物の機能に支障が生じていないが、予防保全の観点から措置を講ずることが望ましい

状態。

予防保全段階Ⅱ

構造物の機能に支障が生じる可能性があり、早期に措置を講ずべき状態。早期措置段階Ⅲ

構造物の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が著しく高く、緊急に措置を講ずべ

き状態。

緊急措置段階Ⅳ
（50,026 - 10,612 = 39,414）

■ 地方公共団体の措置完了数推移イメージ
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舗装工事費の単価比較（物価高騰等の影響）

○舗装工事（２層（10cm）の切削オーバーレイ15,500m2）の工事費（直接工事費）は、
5年前のR2年度と比べて1.2倍となっている。

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

H17 H22 H27 R2 R7

（千万円） ×1.4倍

約６．３千万 約６．５千万

約７．５千万 約７．４千万

約９．１千万

×1.2倍
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19,121 19,116 
18,584 

16,263 
15,871 

15,394 
14,754 

14,166 13,870 13,723 13,577 13,351 13,344 13,154 13,047 13,072 

15,175 

16,190 
16,678 

17,704 
18,078 

18,632 
19,392 

20,214 20,409 
21,084 

22,227 

23,600 

24,852 

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

26,000
公共工事設計労務単価 全国全職種平均値の推移

H24比R07R06R05R04R03R02H31H30H29H28H27H26H25

+85.8%+6.0%→+5.9%→+5.2%→+2.5%→+1.2%→+2.5%→+3.3%→+2.8%→+3.4%→+4.9%→+4.2%→+7.1%→+15.1%全 職 種

+85.6%+5.6%→+6.2%→+5.0%→+3.0%→+1.0%→+2.3%→+3.7%→+2.8%→+2.6%→+6.7%→+3.1%→+6.9%→+15.3%主要12職種

参考：近年の公共工事設計労務単価の単純平均の伸び率の推移

注1）金額は加重平均値にて表示。平成31年までは平成25年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出し、令和2年以降は令和2年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出した。
注2）平成18年度以前は、交通誘導警備員がA・Bに分かれていないため、交通誘導警備員A・Bを足した人数で加重平均した。
注3）伸び率は単純平均値より算出した。

建設投資の減少に伴う労働需給
の緩和により下降

１３年連続の上昇

単価算出手法の大幅変更
・必要な法定福利費相当額の反映を実施

（円）

令和７年３月から適用する公共工事設計労務単価について
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（円／単位）

Ｈ形鋼 異形棒鋼

厚板 生コンクリート

セメント 型枠用合板

ストレートアスファルト 再生アスファルト合材

軽油（ローリー）

主要建設資材の価格推移

型枠用合板 （円／50枚）
2025年6月 ¥87,000  (+38.1%）
(2020年6月 ¥63,000)

生コンクリート （円／10㎥）
2025年6月 ¥237,000 (+69.3%)
(2020年6月 ¥140,000)

軽油 （円／kl）
2025年6月 ¥116,000 (+56.2%)
(2020年6月 ¥74,250)

異形棒鋼 （円／ｔ）
2025年6月 ¥105,000 (+66.7%) 
(2020年6月 ¥63,000)

ストレートアスファルト (円／t)
2025年6月 ¥94,000 (+42.4%)
(2020年6月 ¥66,000)

再生ｱｽﾌｧﾙﾄ合材 (円／10t)
2025年6月 ¥100,500  (+16.9%)
(2020年6月 ¥86,000)

セメント (円／10t)
2025年6月 ¥179,000 (+64.2%)
(2020年6月 ¥109,000)

厚板 （円／t）
2025年6月 ¥134,500 (+65.0%)
(2020年6月 ¥81,500)

Ｈ形鋼 （円／ｔ）
2025年6月 ¥111,000 (+50.0%)
(2020年6月 ¥74,000)

価格推移（東京）

※「建設物価」と「積算資料」の平均価格を表示
出典：「建設物価」 （一般財団法人 建設物価調査会）、 「積算資料」 （一般財団法人 経済調査会）

○ 2021年（令和３年）後半から原材料費の高騰やエネルギーコストの上昇等により、各建設資材価格が高騰。
○ 2023年以降は資材によって傾向は異なるものの、全体としては高止まりが続いている状況。
○ 足元では、全国的に生コンクリート・セメントの騰勢が続いており、今後の状況を引き続き注視。

括弧内は2020年(R2年)同月比
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維持管理・更新費の将来推計と実績について

2018年時点の推計

維持管理・更新費（予防保全の場合、地方含む）

今後30年間（2019年～2048年） 71.6～76.1兆円
（2.4～2.5兆円／年）

1

2

3

4

5

約1.9兆円
約1.7兆円

約4.1兆円
～約3.9兆円

予防 事後
2018(平成30)年

［予防保全］
最大1.5倍

［事後保全］
最大2.4倍

(兆円)

予防 事後
2028年

予防 事後
2038年

予防 事後
2048年

変動幅

約2.7兆円
～約2.6兆円

予防保全と事後保全の比較＜道路関係＞

2.0

2.7

2021年までの実績

2018年 2021年

（推計に比べ実績が大きい要因の例）
・資材価格や労務費の高騰
・メンテ補助制度の創設（R2）や国土強靱化５カ年
加速化対策による集中的投資

○今後30年間の地方を含めた維持管理・更新費の合計は、71.6～76.1兆円程度（予防保全の場合）

○近年の資材高騰等などにより、推計に比べ、維持管理費の実績値は増加傾向

※道路統計年報（2018,2021）より
※直轄事業のほか地方公共団体による国庫補助事業及び地方単独事業

も含む

維持管理・更新費（地方含む）

※2018年度の値は、実績値ではなく、今回実施した推計と同様の条件のもとに算出した推計値

※

※
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(凡例)
：陥没事故現場

：流域下水道幹線

：中川水循環センター

■発生日時：令和7年1月28日（火）午前10時頃
■発生場所：八潮市中央一丁目地内

県道松戸草加線（中央一丁目交差点内）
■陥没規模：（当初）直径約9～10m、深さ約5m
■事故原因：調査中
■下水道管：管径4.75m、昭和58年整備（経過年数42年）

令和3年度に調査、補修が必要な腐食は確認されず

陥没事故現場

中川水循環センター

(凡例)
：陥没事故現場

：流域下水道幹線

陥没事故現場

八潮市役所

Googleマップを使用

埼玉県八潮市の道路陥没事故の概要
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縦断イメージ図横断イメージ図

■事故を受けての対応

下水道
管理者

道路
管理者

１月２９日 緊急点検を要請（7都府県13箇所流域下水道
管理者に対して）

３月１８日 下水道管路の全国特別重点調査を要請
（対象延長約5,000kmを１年以内目途に実施。

うち優先箇所約1,000kmは夏頃までに実施）
５月２８日 下水道有識者委員会第二次提言とりまとめ

３月１８日 下水道調査への協力を要請
（道路管理者、すべての地下占用事業者を対象に
特別重点調査への協力を依頼）

３月２５日 地下占用物連絡会議を設置
３月～ 直轄国道における陥没リスク箇所調査（路面下空洞調査）

・下水道管路の全国特別重点調査の箇所
・大口径で古い構造の地下道路施設(共同溝,地下歩道等) など

現地写真（埼玉県より）

写真

マピオンを使用



道路陥没のリスク箇所の調査、傾向分析

道路陥没は様々な要因により発生。（道路排水施設、占用物件（下水、上水等））
都市部では道路占用物件の割合が大きく、特に下水道の割合が大きい。

※下水道メンテナンス年報（令和５年度版）に掲載されている下水道要因の陥没件数（下水道事業者調べ）には、道路陥没に至らない（舗装に穴が開かない）レベルの舗装の凹みの他、私道の
道路陥没などが含まれているため、道路局調べの件数と異なっている。来年度以降の件数調査・とりまとめ方法については下水道側と調整。 38

道路排水
施設
44

道路排水
施設
630

道路排水
施設
3549

全国の道路陥没発生件数とその要因

都市部の道路陥没発生件数とその要因

年間 10,548件

令和４年度

年間 2,721件

令和４年度

道路排水施設,
9

道路
排水施設,

497



５．防災・減災、国土強靱化
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第１次国土強靭化実施中期計画 （道路関係）

盛土対策の例（ふとんかご）

電柱倒壊による道路閉塞を未然に防ぐた
め、市街地等の緊急輸送道路において無
電柱化を実施

高付加価値コンテナの設置

○ 気候変動に伴い激甚化・頻発化する気象災害、切迫する大規模地震や急速に進む施設の老朽化等に対応するべく、災害に
強い国土幹線道路ネットワーク等を構築するため、高規格道路ネットワークの対災害性強化や老朽化対策等の抜本的な対
策を含めて、防災・減災、国土強靱化の取組の更なる加速化・深化を図ります。

道路（道の駅）における防災拠点機能強化道路の雪寒対策等の推進 道路橋梁等の耐震機能強化

通行止めが長期化する渡河部の橋梁流失
や河川隣接区間の道路流失等の災害リス
クに対し、洗掘・流失対策等を推進

災害直後からの応急活動を支援するため
に、緊急輸送道路の法面・盛土の土砂災
害防止対策を推進

【法面・盛土対策事例】

遠隔からの道路状況の確認等、道路管
理体制の強化や、AI技術等の活用による
維持管理の効率化・省力化を推進

【台風等による電柱倒壊状況】

橋梁架け替えの対策事例 千葉県館山市

雪崩対策の例（雪崩防止柵） 耐震補強例（釜石高架橋）

【雪寒対策の事例】 【防災拠点対策の事例】 【橋梁の耐震化対策事例】
積雪により交通障害が発
生する危険性が高い箇所
において、大雪時の道路
交通確保体制強化(消融

雪施設や除雪機械整備
等)、雪崩対策や地吹雪対
策などを推進

「道の駅」等の防災機
能強化を図るとともに
災害時にも活用可能な
AIカメラや高付加価値

コンテナ等の設置等、
災害対応の体制構築
を推進

切迫する大規模地震に
備えるため、緊急輸送
道路上の橋梁について、
耐震補強等を推進

道路システムのDXによる道路管理及び
情報取集等の体制強化対策

渡河部の橋梁や河川に隣接する道路
構造物の流出防止対策

電柱倒壊リスクがある市街地等の緊急
輸送道路の無電柱化対策

道路の法面・盛土の土砂災害防止対策

ＡＩによる画像解析技術の活用

【道路システムDXによる事例】【橋梁流失防止対策事例】

道路施設の老朽化対策道路ネットワークの機能強化対策

高規格道路の未整備区間の解消
及び暫定２車線区間の４車線化、
高規格道路と代替機能を発揮す
る直轄国道とのダブルネットワー
クの強化等を推進

持続可能な維持管理を実現す
る予防保全による道路メンテナ
ンスへ早期に移行するため、修
繕が必要な道路施設の対策を
集中的に実施

【橋梁の老朽化事例】【道路ネットワーク強化事例】

床版鉄筋の露出新宮紀宝道路【令和６年度開通】

【舗装の老朽化事例】

事例追
加

事例追
加

【4車線による効果事例】

＜達成目標例＞
高規格道路の未整備区間約6,000km
整備完了率 ６%【R５】→19%【R12】

＜達成目標例＞
要対策橋梁（国及び地方管理）約92,000橋（R5時点）

修繕完了率 55%【R５】→80%【R12】 アスファルト路盤の損傷
被害のない２車線を活用し、

交通機能を確保

（以下３施策は、実施中期計画（素案）より新たに追加）
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効果概要
○ 平成25年8月の豪雨では、国道46号（岩手県岩手郡雫石町）において約394㎜の累加降水量を観測し、複数箇所で法面崩壊
等の被災を受け、約3日間の通行止めが発生。
○ 被災箇所の復旧を行うとともに、被災後に新たに確認された崩壊の危険性がある箇所に対して、５か年加速化対策として法面
対策を実施。
○ この結果、令和4年8月の大雨では平成25年8月の豪雨を上回る累加降水量（約467㎜）を観測したが、大雨による変状等が生
じることなく、交通機能を確保。

法面・盛土対策による交通機能確保

【概要】

4

46

E46

岩手県

対策期間事業費対策内容路線

Ｒ２～Ｒ３2.8億円
モルタル吹付工、
アンカー工 等

国道46号

５か年加速化対策による法面対策

＜対策事例（令和3年12月完了）＞

平成25年8月豪雨による被災（法面崩壊）

＜被災事例＞

【被災時の状況】

平成25年8月の豪雨では、約394㎜の累加降

水量を経験し、複数箇所で法面崩壊等が発生。
これに伴い約3日間の通行止めが生じた。

至 盛岡市

至 秋田市

・被害なし（通行止めなし）・複数箇所で法面崩壊等の被災を
受け、約３日間の通行止めが発生

令和4年8月大雨
累加降水量：約467mm

平成25年8月豪雨
累加降水量：約394mm

今回対策箇所

被災事例

※今回対策箇所以外の箇所も含む

【令和4年8月大雨の効果】

H25.8被災箇
所
3か年緊急対
策5か年加速化対
策

1k
m

※累加降水量：H25年、R4年8月中の降水量の累計値（気象庁気象データ（事業箇所の近接箇所データ））
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実施主体：国土交通省九州地方整備局

対策の概要

橋梁流失防止対策による交通機能確保

整備の効果

事業費：約０．６億円

橋梁流失を防止河川増水よる河川洗堀の進行により、
橋梁流失の可能性大

未整備の場合

事業箇所

下井手橋：橋梁名

３０．８ｍ：橋長

ＲＣ３径間連続Ｔ桁橋：橋種

１９３４年：完成年

最大1.1mの洗堀を確認

根固め工施工状況

工事完成後の状況（R4.5完成)

P1橋脚正面図橋梁側面図

流失防止対策として根固め工を実施

効果概要
国道３号下井出橋（鹿児島県いちき串木野市）は過去の河川増水により、洗堀の進行が確認され、橋梁流失の危険性が高い

状況にあったが、５か年加速化対策として根固め工等による流失防止対策を実施したことにより、令和４年台風１４号の大雨時
において、橋梁流失は発生しなかった。
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道路区域外に起因する
大規模土砂災害が発生

左岸表流水

右岸表流水

集水地形

不安定ブロック

法面吹付工、落石防止網工

令和２年７月豪雨
（14日間の通行止め）

災害箇所における
レーザープロファイラ調査結果

（令和２年度）５か年加速化対策決定時 （令和７年度）実施中期計画決定時

令和2年7月豪雨などの豪雨災害をふまえ、対策箇所を精査
⇒要対策箇所 約33,000箇所（整備率55%）※令和元年度時点

令和6年1月の能登半島地震をふまえ、対策箇所を精査
⇒要対策箇所 約34,000箇所（整備率67%）※令和5年度時点

令和6年能登半島地震における盛
土崩壊状況 盛土対策イメージ

ふとんかご設置例

法面対策イメージ 砂防事業と連携した法面対策
（栃木県日光市）

岩塊固定工事

道路施設の強靱化対策（盛土対策の事例）
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６．新たなモビリティー・サービスの普及に向けて
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自動運転トラック実証実験
（自動運転車優先レーン）新東名・新名神（6車線）

新東名・新名神（4車線）

○ 高速道路における合流等について、経産省等の車両開発・実証事業と連携し、路車協調による情報
提供システムを整備・検証

○ 2025年３月３日より、新東名高速道路（駿河湾沼津～浜松)の約100kmにおいて、深夜時間帯に自動
運転車優先レーンを設定し、自動運転トラックの運行を支援

○ 2025年度以降には東北自動車道（佐野SA～大谷PA）等へも展開

道路インフラによる支援（路車協調システム） 車両開発【経産省】

レベル4自動運転トラック
評価用車両を開発し、テス
トコースで走行試験を実施
中

開発車両のイメージ（経済産業省HPより）

自動運転トラックへの支援（高速道路）

＜自動運転トラック・情報板での周知＞

提供：（株）T2

情報板で実験中の周知

日時：平日22:00～翌5:00
（※年末年始、GW、お盆等の混雑時期を除く）
区間：駿河湾沼津SA～浜松SA 上下
車線：上記区間の第一通行帯（左車線）
優先車両：自動運転実験車

■自動運転トラック実証実験（R7.3.3～）

提供：（株）T2

自動運転トラック

浜松SA
（上り）

浜松SA
（下り）

駿河湾沼津
SA（下り）
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自動運転移動サービスに求められるインフラ支援（一般道）

路車協調システム 自動運転社会実装推進事業
車載センサでは検知が困難な道路状況を道路に設置するセンサ等で検知し、
自動運転車へ情報提供（安全で円滑な走行を支援）

＜道路インフラからの支援に関する要望＞

道路インフラからの支援例箇所例

対向車や歩行者・自転車の位
置・速度等の情報提供

交差点

バス専用レーン 歩行者等との分離 乗降場路上駐車対策
（走行位置の明示）

走行空間

自動運転の継続や交通全体の安全性向上に資する走行空間を整備

○ 地域公共交通サービスの維持・確保という課題の解決策として、自動運転の活用が期待。

○ 道路インフラから自動運転車両に対して交差点等の状況を提供する路車協調システムや、自動運転の継続
及び交通全体の安全性向上に資する走行空間の整備により、自動運転移動サービスの実現を支援。

路車協調システムを活用した右折地域の足として自動運転を活用

交差点センサR5年度 ： 28自治体
R6年度 ： 22自治体
R7年度 ： 13自治体

実証実験
（道路局公募）

R6年度 ： 9自治体
R7年度 ： 2自治体

実証実験（道路局公募）

物流・自動車局の補助事業
と連携

補助事業（物流・自動車局公募）

R5年度 ： 62事業
R6年度 ： 99事業

2026年度までに路車協調システムの技術基準や走行空間に係るガイドライン
を策定 47



デジタルを活用した維持管理・災害対応の高度化

○ 効率的な施設管理や災害等の危機管理を推進するため、光ファイバーやＣＣＴＶカメラ等の整備を推進。

■光ファイバーやCCTVカメラの整備等状況

○光ファイバー

・整備延長（km）：

■ CCTVカメラによる道路行政の高度化・効率化

2022年2004年

約38,000Km約17,500Km直轄

○CCTVカメラ

• 主な設置位置：
災害発生（落石、積雪・凍結、越波 等）リスクの高い箇所
道路管理者が指定する緊急輸送道路（一次） 等

2022年2003年

約16,500台約6,300台直轄【ＡＩによる画像解析技術の活用】

○遠隔からの道路状況の確認等、道路管理体制の強化や、
AI技術等の活用による維持管理の効率化・省力化を推進
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・EV充電施設の整備状況： R6年4月時点

「道の駅」860駅 (約71％)

SA/PA431箇所 (約47％)

・EV充電施設案内サインの設置数：R6年4月時点

「道の駅」418駅 SA/PA293箇所

EV充電施設や水素ステーションの設置協力、EV充電施設案内サインの整備等により、
次世代自動車の普及を促進

次世代自動車の普及にむけた道路インフラの対応

EV充電施設（宮城県道の駅おながわ） 水素ステーションに停車する大型の次世代自動車（静岡県足柄SA下り）

EV充電施設案内サイン（秋田県道の駅ふたつい）



第20回 税制調査会（2022年10月26日）
財務省説明資料より抜粋
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※20tになると
(20t/10t)＾12＝4,096倍

【舗装に与える疲労イメージ】 【橋梁に与える疲労イメージ】

○車両の重量が重くなると、道路構造物の劣化を早めることになり、構造物の損傷やメン
テナンスに係るコストの増額が懸念される。

○大型車両１台が、軸重１０トンの基準よりも２割超過した１２トンの場合、舗装に対して
は約２台分、橋梁（コンクリート床版）に対しては約９台分の疲労が蓄積。また、基準の
倍である２０トンの場合、橋梁への影響は約4,000台分。

4乗則＝(12t/10t)＾4
＝2.07倍

12乗則＝(12t/10t)＾12
＝8.92倍

大型車が道路に与える影響（重量）

出典：・国土交通省国土技術政策総合研究所 道路橋床版の疲労耐久性に関する試験
国総研資料第28号,P45,2002.3

・松井繁之：橋梁の寿命予測， 安全工学Vol.30 Np.6,pp.432-440,1991
を基に算出

出典：舗装の構造に関する技術基準・同解説を基に算出
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100万軸9万軸1.5万軸

○1958年から1960年に実施されたAASHO  道路試験ではアスファルト舗装において、
軸重の約４乗に反比例した軸通過数で破壊に至るという結果が得られている。

大型車によるアスファルト舗装の損傷に関する試験

52※複軸・・・載荷軸が２軸なもの

※軸重・・・車軸１本あたりにかかる荷重

複軸

試験内容
試験ループ内に荷重条件の異なる車両を走行させ、舗装が破壊するまでの軸通過数を計測。
破壊された時点の軸通過数を舗装厚指数とでプロットしたものが下図。

※舗装の破壊：舗装サービス指数が2.5を下回った状態を破壊と定義
舗装サービス指数は舗装の平坦性、ひび割れの状態などをもとに算出

軸重の約４乗に反比例した軸通過数で
破壊に至っている。

2.7t単軸車両を走らせた場合、100万軸

5.5t単軸車両を走らせた場合、9万軸

8.2t単軸車両を走らせた場合、1.5万軸

約１/２⁴倍約２倍

約３倍 約１/３⁴倍

図から、舗装厚指数が２の条件では、

※単軸・・・・・・・・載荷軸が１軸なもの 単軸

※路床土CBR2.9
※100万輪以上は外挿法による推定

車軸

出典：社団法人セメント協会 AASHO道路試験(1966)

※

※American Association of State Highway Officials（アメリカ各州道路行政官協会）




